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【みずほ銀行問題とは】 
 金融庁は２０１３年９月２７日、みずほ銀行に対して業務改善命令を発出した。これを

機に、日本の企業社会全体に反社会的勢力排除の「嵐」が吹きすさぶようになった。この

発端となったみずほ銀行に対する業務改善命令の処分対象事実は次のようなものであった。 
みずほ銀行はオリコを関連会社とした後の平成２２年１２月、オリコとの提携ローン

（キャプティブローン）１０８万件につき反社会的勢力に関する事後チェックを行ったと

ころ、２２８件がみずほ銀行基準での反社認定先と判明した。しかし、その後２年以上、

反社認定先への融資を未然に防止するためのみずほ銀行基準での「入り口チェック」を行

ってこなかった 1

 みずほ銀行は反社会的勢力と癒着していたわけでも特別な利益を供与していたわけでも

ない。しかし、銀行が反社会的勢力と金融取引を行うことは、それ自体が正常な取引であ

っても、反社会的勢力の経済社会への進出と資金源の獲得を可能にするおそれがあるため、

断固とした排除が求められるのである。他方、銀行には何百万件という極めて多数の顧客

があるので、一定数の反社会的勢力取引がその中に紛れ込んでくることは避けがたい。こ

の意味で、みずほ銀行については反社会的勢力取引が存在したこと自体ではなく、それを

認識しつつ放置したという「２年以上の不作為」が問題視されたのである。 

。 

 
【みずほ銀行問題の２つの側面】 
 みずほ銀行問題には２つの側面がある。 
 １つは、上述の「２年以上の不作為」である。 
 しかし、この問題を「嵐」に成長させたのは、もう１つの側面、すなわち危機管理の致

命的なミスである。業務改善命令自体については１紙が大きく報道したものの他紙の取り

扱いは小さかった。しかし、みずほ銀行が、１回目の記者会見では「本件の認識は担当役

員止まり」としながら数日後には「頭取も認識していた（認識し得た）」と訂正の記者会見

を行ったことから報道はがぜん過熱し、「反社融資、頭取も認識」など、あたかも頭取が反

社会的勢力と癒着しているかのような見出しが躍り、みずほ銀行は火だるまになったので

ある。 
 みずほ銀行は、最初の記者会見の時点で、すでに一触即発の危機的状況に置かれていた。

したがって、最高レベルの危機管理が不可欠であることを認識すべきであった。そして、

                                                   
1 なお、その後のオリコの経産省への報告によれば、みずほ銀行が反社と認定し、オリコが

代位弁済（保証履行）した１４７件のうち、暴排条項を導入済みで完済していない３７件

を警察に照会した結果、「該当」は３件のみであった。 



危機管理においては、「事実に反する説明をしない。不利な情報こそ迅速に開示する」「そ

のために徹底的な調査を行う」ということが鉄則である。しかし、みずほ銀行は頭取の認

識可能性という最も重大な事実に関する社内調査を十分に行わないまま記者会見にのぞみ、

事実に反する説明を行い、その後訂正を余儀なくされるという最悪の対応をした。 
この致命的ミスをもたらしたのは「危機意識の欠如」である。そして、この危機意識の

欠如は、「２年以上の不作為」の原因でもある。 
では、なぜ危機意識が欠如していたのか。 
これはみずほ銀行全体に、反社会的勢力に対しては「正常取引を含めた一切の関係遮断」

が銀行の社会的責任であるという意識が希薄であったためと思われる。つまり、「癒着があ

るわけでもなく、そんなに目くじら立てなくても・・・・」「他の銀行にもあるのでは」と

いう意識が蔓延し、社会の要請に行内の意識がついて行けなかったということである。 
 
【２つの不適切対応の「真因」分析がなされていないこと】 

みずほ銀行問題の本質は、「反社問題」に限定されるものではなく、「（反社問題に典型的

に現れた）危機意識の欠如・リスク認識の甘さ」にある。 
 みずほ銀行に求められているのは、「危機管理の致命的ミス」と「２年以上の不作為」双

方の原因となった危機意識の欠如・リスク認識の甘さをもたらした根本的な原因（真因）

は何であったかを深く究明することである。だが、特別調査委員会の「調査報告書」では、

反社問題に限定した原因が列挙されているだけであり、真因の分析は行われていない。み

ずほ銀行の再発防止策も、過剰ともいえる反社対応策に終始しているのみである。 
しかし、自発的に（あるいは第三者委員会の力を借りて）真因を究明しなければ、再発

防止策は単なる「もぐらたたき」に過ぎなくなる。みずほ銀行は、大規模なシステム障害

をすでに２回発生させているにもかかわらず、今回の反社問題を引き起こした。それは、

システム障害と反社問題を別々の現象としてとらえているからである。「根は同じ」という

意識を持って、その真因を究明し、抜本的な対応を行わなければ、システム障害や反社問

題とは別の種類の大型不祥事がまた起こるのではないかという危惧を抱かざるを得ない。 
 
【みずほ問題に誘発された過剰反応】 
 みずほ問題を受けて、多くの金融機関では反社排除の仕組みの見直しが行われている。

これ自体は望ましいことではあるが、「みずほ銀行たたき」の「空気」に流された思考停止

の過剰反応が一部に見られる。 
反社会的勢力との癒着や利益供与は、いかなる意味でも認められず、金額の多少に関わ

らず一件たりとも許してはならない。しかし、反社会的勢力との「取引遮断」については、

暴力団の資金源を絶つという目的との相関関係で合理的な対応が求められる。反社の入り

口排除のためのデータベース整備やシステム構築を進めることは良いとして、これにあま

りに膨大な人員、エネルギーを割くのは企業経営としてのバランスを欠くおそれがある。 



企業を取り巻くリスクは多種多様であり、時代とともに変化する。企業には、日々変化

するリスクへのアンテナを立て、メリハリのある対応を行うという「リスクベース・アプ

ローチ」の発想が不可欠である。にもかかわらず、日本社会特有の「空気」に流され、一

律の反社排除ばかりに目を奪われ、膨大なエネルギーを費やすのは合理的な企業経営とは

いえない。 
 
【自動車対人賠償保険問題に見られる過剰反応】 

この関係で１つ憂慮すべき問題が持ち上がっている。反社会的勢力とみられる者を自動

車対人賠償保険（任意保険。以下「自動車保険」という）から入り口で排除しようという

動きである。一部の政治家やマスコミは損害保険会社に対して、「銀行などに比べて反社排

除に熱心ではない」という圧力を加えている。 
しかし、私は自動車保険から反社を一律に入り口排除することには反対である。なぜな

ら、反社排除という大義名分のために一般人の被害者を犠牲にしてはならないからである。

上述のとおり、みずほ銀行の問題以来、世の中では思考停止的な反社排除の嵐が吹きすさ

んでおり、日本社会特有の「空気」による行き過ぎが見られるが、自動車保険からの入り

口排除論もこの流れに位置づけられる。 
『自動車保険の加入を保険会社に断られた反社関係者が、自家用車で買い物に行く途中、

脳梗塞を起こして通行人をはね、植物状態にしてしまった』という例で考えてみよう。 
この場合、もし加害者が自動車保険（対人無制限）に加入できていれば、被害者は保険

金で十分な補償を受けられるが、加害者が反社というだけの理由から入り口で排除されて

いれば、被害者は自賠責の限度でしか補償を受けられない。このような結果がおかしいこ

とは明らかである。そして、暴力団の資金源を絶つことが反社排除の目的であることから

すると、保険金を直接被害者に支払えば資金源にはならないので、入り口での一律排除は

不必要かつ過剰なものであることが分かる。 
これに対しては「反社関係者から運転免許を剥奪せよ」「入り口排除をした上で被害者の

補償は国が行うべき」などという主張が声高に叫ばれている。これらの主張が現実化する

ことはないであろうが、このような原理主義的な極論がまかり通り、反社容認のレッテル

貼りを恐れて正論を躊躇せざるを得なくなる「空気」があるのだとすると、それは日本社

会の危険な兆候かもしれない。 
逆に、この状況がマスコミ報道に煽られた「熱しやすく冷めやすい」国民性からくる一

過性の反社ヒステリー、過剰反応に過ぎないとすれば、近い将来、逆方向の激しい揺り戻

しが起こりかねない。このような大きなブレは、地道な反社排除の努力を続けている人々

にとっても、決して良い結果をもたらさないだろう。 
 
 
 


